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基幹的農業従事者数と平均年齢

　基幹的農業従事者の平均年齢は上昇傾向にあり、令和２年
には67.8 歳となっています。一方、基幹的農業従事者数は年々
減少しており、同２年には 136 万 3 千人となっています。

▼農業・農村の現状について

農業・農村の多面的機能の維持・発揮を目的に

～日本型直接支払制度～

　農村地域の高齢化、人口の減少などで、農業生産に伴う地域の共同活動などにより支えられてきた多面的機能の発揮に支障
が生じつつあります。このため、平成 26 年度から農業・農村の多面的機能の維持・発揮のための地域活動や営農活動に対す
る支援制度「日本型直接支払制度」が始まりました。

【農地維持支払】
　農業者等による組織が取り組む、水路の泥上げや農道の路面維持等の地域
資源の基礎的保全活動や農村の構造変化に対応した体制の拡充・強化等、多
面的機能を支える共同活動を支援します。

【資源向上支払】
　地域住民を含む組織が取り組む、水路、農道等の軽微な補修や植栽による
景観形成等の農村環境の良好な保全といった地域資源の質的向上を図る共同
活動や、施設の長寿命化のための活動を支援します。

荒廃農地面積の推移

　荒廃農地の面積は、令和元年には28.4万haであり 、そのうち
再生利用困難なものが19万2千h a（67.6％ ）と近年増加傾向に
なっています。

資料：農林水産省「2020 年農林業センサス」、「2015 年農林業センサス」（組替集計）、
「2010 年世界農林業センサス」（組替集計）

注１：「基幹的農業従事者」とは、15 歳以上の世帯員のうち、ふだん仕事として主に
自営農業に従事している者をいう。

　２：各年 2月 1日時点

資料：農林水産省「荒廃農地の発生・解消状況に関する調査」
注１：「荒廃農地」とは、「現に耕作に供されておらず、耕作の放棄により荒廃し、通

常の農作業では作物の栽培が客観的に不可能となっている農地」。
　２：「再生利用が可能な荒廃農地」とは、「抜根、整地、区画整理、客土等により再生

することにより、通常の農作業による耕作が可能となると見込まれる荒廃農地」。
　３：「再生利用が困難と見込まれる荒廃農地」とは、「森林の様相を呈しているなど

農地に復元するための物理的な条件整備が著しく困難なもの、又は周囲の状況
から見て、その土地を農地として復元しても継続して利用することができない
と見込まれるものに相当する荒廃農地」。

　４：四捨五入の関係で計が一致しない。

▼未来の農業のためにできること
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多面的機能支払交付金

　農業者等が実施する化学肥料・化学合成農薬を原則 5 割以上低減する取り
組みとセットで、地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い営農活動に
取り組む場合に支援します。

環境保全型農業直接支払交付金

　中山間地域等において、農業生産条件の不利を補正することにより、耕作
放棄地の発生防止や機械・農作業の共同化等、農業生産活動を将来に向けて
維持するための活動を支援します。

中山間地域等直接支払交付金
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